ほぼ週刊コラム「Partnership論」その１８　番外編
Partnershipの最大の特徴は「租税回避（tax shelter）」が容易に出来ること
2012.08.16　齋藤旬
Partnershipとは：

1） 西欧で古代から使われてきた事業主体（Business Entity）の原型。（添付資料１参照）。　西洋（つまり欧米）では18世紀19世紀に Civil Code（民法）ないしcommon lawの中にpartnership lawがcodifyされた。ちなみに双対概念であるCorporate（日本で言う株式会社）は、19世紀20世紀に、主に米国において発明された事業主体であり、強行法規定により税務会計が発生主義会計に限定されているのが特徴。
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2） Partnership制度は西洋では近年大幅な進化を遂げた。例えば20世紀の終わり頃から21世紀の初めにかけて、Recourse asset設定によるlimited liabilityという新たな有限責任性が組み込まれたLLC（Limited Liability Company）制度が開発され、多用されるようになった。租税回避（tax shelter）が容易にできることから、ベンチャー事業（添付資料2参照）や、再生可能エネルギー事業（添付資料３参照）や、災害時の喫緊の事業（添付資料４参照）や、冷戦終結後の米欧連携の東欧復興事業、などに使われることが多い。
3） 日本には「租税回避のためのPartnership制度」は整備されていない。近年、会社法改正や民法改正の流れの中で日本版LLC・日本版LLPが制度化されたがそれらは「看板倒れ」だ。なぜなら明治維新以降、「和魂洋才」の旗印の下、「洋魂」導入をためらう日本には、「会計自由」の根拠概念である「契約自由」が導入されていない。従って日本版LLC・日本版LLPでは、お目当ての「租税回避」は享受出来ない。当然ながら日本には、添付資料５の様な「CorporateからPartnershipへ事業主体が主役交代。」は観察されていない。日本の税法・会計法・会社法は21世紀経済に適応できていない。
添付資料：
１：　和訳　Partnership　世界貿易百科より.doc
２：　始まりは皆Partnership。MicrosoftもYouTubeもFacebookも.ppt
３：　和訳　コミュニティー風力発電：またしてもプロジェクト・ファイナンスの限界に挑む　rev4.doc
４：　春秋　ニューオリンズの再生　若者、よそ者、変わり者　.pdf
５：　合夥税主体の台頭.ppt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上。
